
別紙 

満たしていない 

満たしている 

農民のみ 

農民以外もあり 

支払っていない 支払っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（注） 判定の結果、農業が非課税（上記Ｃに該当）となる農事組合法人は、「非課税要件適格申告書」
（様式第６号）及び「農事組合法人の農業に附随する事業に係る課税・非課税の判定計算書及び
所得金額計算書」（様式第７号）を提出してください。  

農業法人の課税・非課税判定フロー 

② 組合員は農民のみか？ 

③ 次のアからエの者の出資口数の合計が総出資口数の1/2 以下で、

かつ、イからエの者の出資口数の合計が総出資口数の1/4 以下である

か？ 

ア 農業協同組合法72条の13第１項第２号の組合員（組合） 

イ 当該農事組合法人からその事業に係る物資の供給又は役務の提供

を受ける者等 

ウ イ（法人に限る。）の代表者、代理人又は使用人である組合員等 

エ ウ以外の者で、イから受ける資金で生計を維持している組合員 

① 法人組織が「農事組合法人」である 

④ 農地所有適格法人の要件（農地法第２条

第３項）を満たしているか？ 

YES    

NO    

 

課税         Ｂ 

（様式第６号、第７号不要） 

農業部分は非課税          Ｃ 

それ以外の事業は課税 

（様式第６号、第７号必要） 

普通法人として申告   Ｄ 特別法人として申告   Ｅ 

⑤ 農業の経営を行っており、かつ、その事業に従事する組合員（役員等を除く。）に給与等を 

支払っていないか？ 

 

課税         Ａ 

（様式第６号、第７号不要） 


